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1．はじめに
　世界規模でのヒト・モノ・カネの移動が加速し、社会の流動性が高まる
中、これまで日本社会が築き上げた「安定的な社会」はどのような変化を必
要とするのか。グローバリゼーションが進む中、少子高齢化と人口減少の一
途をたどる日本社会は転換の期にあるといえる。ヒト・モノ・カネの移動の
帰結として様々な社会的変化は海外でもすでに散見されるが、とりわけ民族
的同質性が高い日本社会においては外国人と日本人の織りなす関係性すなわ
ち「多文化共生」のあり方がそうした変化の顕著な事柄として考えられる。
　人口減少が進む中、国内での労働力を補う一案として製造業や福祉サービ
ス業を中心に外国人、すなわち移民の受け入れに対する需要が高まる一方で、
日本人と移民の社会の分断に対する懸念も指摘される（朝日新聞　2016）。
経済的競争論理を軸とする移民必要論、人権的配慮や日本文化の保持の観点
からの慎重論、それぞれ主張の正当性がどうあれ、移民の受け入れと定住に
関する積極的な議論を行う必要があることには異論はなかろう1。
　そうした移民の受け入れと定住に関する積極的な議論が必要となる一方で、
地域社会に目を向ければ、移民を受け入れる側である地域社会それ自体も固
有の問題を抱えていることがわかる。すなわち、多くの地域社会は少子高齢
化と人口減少を迎えた中で公助型社会から共助（あるいは自助）型社会へと
補完性原理の変更が迫られており、移民の受け入れや定住を問わず、日本人
住民自身の地域参加のあり方が問われているのである（例えば、石田 2015）。
1 移民の受け入れに肯定的な立場をとる主張としては例えば「統合」の立場を
とる梶田ら（2005）の研究を、移民の受け入れに慎重な立場をとる研究とし
ては依光（2003）の研究を参照されたい。
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　それでは、共助（あるいは自助）型社会への変更が地域社会で迫られる中、
移民は地域社会を形成するメンバーとなり得るのだろうか。このような問い
を抱いたならば、「多文化共生」と、住民の地域参加のあり方は、同時的に
議論を行うことが必要となる。
　そこで、本研究は、地域社会からみた移民の受け入れと定住、および地域
参加についての検討を経験的データから行う。より具体的には、2015 年に
東京都羽村市の居住する日本人住民と外国人住民に対して行った郵送形式の
質問紙調査によって得られたデータの概観をとらえることで、多文化共生と
地域参加にかかわる人々の意識や行動を検討する。
　これまでの研究においても、移民の受け入れと定住あるいは日本人住民
の地域参加に関する実証的研究は進められてきたが（例えば、大槻 2011，
2014）、そうした研究の多くは、「多文化共生」や地域参加といったそれぞれ
の問題関心にもとづいて個々に進める研究が主であった。しかしながら、地
域社会という共通の場で日本人も外国人も相互交流や地域参加を果たすので
あれば、本来的には移民の受け入れと定住および地域参加に関する検討は、
同時的に行うことが肝要であると考えられる。そこで、本研究では、これま
での研究と異なり、同じ地域社会（東京都羽村市）に居住する日本人住民と
外国人住民に対して共通した調査を行うことで、相互の関係性および地域社
会との接点を検討する。後述するように、東京都羽村市は東京都内の郊外に
位置し、自動車をはじめとした製造業の工場が集積し、また隣接市に横田米
軍基地があることから、相対的に外国人が顕在化している地域である。その
一方で、東京都の他の市と比較して日本人人口は相対的に低く、持続可能な
地域社会の実現のためには外国人の存在が必要不可欠だと考えられる。こう
した地域を対象として、日本人と外国人のそれぞれがどのような生活状況に
あるのかを検討することは、今後日本社会が外国人との共生社会を実現する
上での有益な議論の土台となり得よう。
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2．羽村市の概要
2-1　歴史的概観
　本節では調査対象地域となった東京都羽村市の概況を整理する2。羽村市は
青梅市、西多摩郡瑞穂町、福生市、あきる野市に隣接し、東京都心（東京駅）
から電車でおよそ 1時間強程度の距離にある。行政区画としての羽村市の母
体となった西多摩村は 1889 年に羽村・五ノ神・川崎の三村が合併すること
で誕生し、町制施行・市制施行を経て、1991 年に現在の羽村市となるに至る。
　この地域は江戸時代には江戸幕府からの要請で開削された玉川上水の取水
口として発展を迎え、明治時代になると日本政府の養蚕振興の一環で養蚕先
進地からの技術を導入し、養蚕を中心とする農業地域として発展した。戦後
GHQ主導による全国的な農地改革が進む中で、畜産中心の経営にシフトしつ
つ、日本が高度成長期を迎えた 1960 年代には、大手自動車製造企業や大手
電気機製造企業の工場が操業され、都内有数の工業地域として発展を遂げる。
　その後 1980 年代後半までに人口が 5万人を突破し順調な発展をみせてい
たが、バブル経済が崩壊し日本社会全体が「失われた 20 年」からの脱却を
模索する中、羽村市も景気後退の対応に迫られ、いくつかの大企業は羽村市
で操業していた工場を閉鎖するに至っている。現在のところ、バブル経済の
破綻以降の景気後退の中、際立った打開策はなく羽村市の経済動向は斜陽化
の方向にある。特に戦後、製造業を中心に発展した同市においてはリーマン
ショックによる景気後退の影響は大きく、事業所の撤退や工場の閉鎖なども
あり深刻な経済状況にあるといえる。
2-2　数量的概観
　本項では国勢調査の結果から羽村市の特性を数量的に把握する。表 1は東
京都内各自自治体（町村・島嶼部を除く）の人口量の下位 10 地区の人口量
を示し、表 2は都内各地区の 2010 年から 2015 年までの人口増減について、
2　東京都羽村市の歴史的概況は大槻（2016）にもとづく。
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最も人口が減少（増減率がマイナス）した 10 地区の人口量を示している。
表 1　東京都内人口（下位 10地区）
地区 人口
羽村市 55,833
西多摩郡 58,334
福生市 58,395
千代田区 58,406
武蔵村山市 71,229
国立市 73,655
清瀬市 74,864
狛江市 80,249
あきる野市 80,954
東大和市 85,157
全国 127,094,745
東京都 13,515,271
特別区部 9,272,740
市部 13,430,446
注 1：数値は国勢調査（平成 27年）から。
注 2：上位 10地区は島嶼部を除いて算出した。また、瑞穂町、
日の出町、檜原村、奥多摩町は西多摩郡とした。
　まず表 1から、羽村市の人口量は 5万 5千人程度であり、東京都内（島嶼
部を除いて）で最も人口量の低い地区であることがわかる。次に表 2から羽
村市の人口減少の状況が把握される。すなわち、全国でみた場合、2010 年
から 2015 年の間に日本の総人口は微減（－0.8%）であるものの、東京都は
特別区部・市部ともに増減率がプラスであり、東京全体でみれば人口が増大
していることがわかる。しかしながら、羽村市は都内で 4番目に人口増加率
が低く、深刻な人口減少の最中にあることがわかる。
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表 2　東京都内人口増加率（下位 10地区）
地域 2010 年 2015 年 人口増加率%
国立市 73,655 75,510 －2.5%
東村山市 149,956 153,557 －2.3%
福生市 58,395 59,796 －2.3%
羽村市 55,833 57,032 －2.1%
足立区 670,122 683,426 －1.9%
立川市 176,295 179,668 －1.9%
青梅市 137,381 139,339 －1.4%
西多摩郡 58,334 58,750 －0.7%
多摩市 146,631 147,648 －0.7%
昭島市 111,539 112,297 －0.7%
全国 127,094,745 128,057,352 －0.8%
東京都 13,515,271 13,159,417 2.7%
特別区部 9,272,740 8,945,695 3.7%
市部 13,430,446 13,072,852 2.7%
注 1：数値は国勢調査（平成 22年および平成 27年）から。
注 2：上位 10地区は島嶼部を除いて算出した。また、瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多
摩町は西多摩郡とした。
　表 1、表 2の結果から、羽村市は東京都内の区市で最も人口量が低く、そ
の上で人口量も減少傾向にある地区であることが確認されるが、地域社会を
形成する上で住民の共助が必要であるとするならば、そうした住民の絶対量
そのものが減少傾向にある羽村市では、地域社会の担い手の獲得・育成が他
地区に先行して喫緊の課題となっていることが読み取れよう。換言すれば、
人口量の点から日本人のみによる地域社会の形成が困難化していくのであれ
ば、移民がその一助となり得ることが示唆される。そこで、羽村市に居住す
る外国人人口をみてみる。
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表 3　地区別外国人人口
地区 人口（実数）人口（%）韓国，朝鮮 中国 東南アジア 欧米 南米 その他
全国 1752368 1.4% 21.5% 29.2% 18.2% 3.0% 9.2% 19.0%
東京都 378564 2.8% 19.4% 36.0% 11.2% 4.4% 1.0% 28.1%
市部 377630 2.8% 19.4% 36.0% 11.1% 4.4% 0.9% 28.1%
特別区部 318457 3.4% 19.4% 36.4% 10.6% 4.2% 0.6% 28.8%
羽村市 1107 2.0% 7.7% 15.7% 21.7% 8.3% 37.5% 9.1%
注 1：数値は国勢調査（平成 27年）から算出。
注 2：国勢調査の区分における「フィリピン」「タイ」「インドネシア」「ベトナム」の合算を「東
南アジア」、「イギリス」「アメリカ」の合算を「欧米」、「ブラジル」「ペルー」の合算を「南米」
とした。また、国勢調査の区分における「インド」は「その他」に加えた。
　表 3は外国人人口を示している。2015 年の国勢調査では外国人人口割合
は 1.4% であるのに対して、東京都では約 3%程度となっており全国的にみ
て東京都は外国人の人口割合が高い都市であることが確認される。羽村市の
外国人人口割合は 2.0% であり東京都全体と比較した場合には下回るが、全
国的にみれば外国人人口が高い地区であるといえよう。
　また、国勢調査の分類に従って外国人の国籍をみると、際立って南米（ブ
ラジル・ペルー）から来日した人々が多い。これは、前項で示したように羽
村市が自動車をはじめとした工業製品の生産拠点地区となっており、そうし
た工場で従事（研修・技能実習などを含む）するケースが多いことがその理
由として想定される。また、欧米（イギリス・アメリカ）の外国人が多いこと
については隣接する福生市に米軍基地があり、その結果羽村市に居住するア
メリカ人も他地区と比較して相対的に多いことがその理由として考えられる。
　表 3から羽村市に居住する外国人の割合は「やや多い」程度であることが
わかるが、羽村市の日本人人口量が都内の区市で最も低いことと人口減少が
進んでいる地域であることから、そうした外国人をいかにして地域社会のメ
ンバーとして受け入れていくか、すなわち健全な「多文化共生社会」の実現
が羽村市の課題として導出されよう。以上の点を踏まえて、次節では本研究
が行った社会調査の概要を示す。
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3．日本人調査の概要
　本研究では羽村市に居住する日本人と外国人に対して郵送形式の質問紙調査
を行った（以下、「日本人調査」、「外国人調査」）。なお、本節では日本人調査
のみについて説明し、外国人調査の詳細については5節以降に改めて後述する。
　日本人調査は「羽村市の共生と地域参加にかんする調査」として羽村市
に居住する日本人に対して日本人住民の外国人に対しての意識と地域社会
とのかかわりを追究することを目的に調査を行った。なお、本調査ならび
後述する外国人に対する調査はいずれも、科学研究費助成事業（課題番号
25870593）の助成を受けている。調査対象者、サンプル数、調査時期・調査
方法・回収率は以下の通りである。
●日本人調査の実査
・調査対象者 : 東京都羽村市に居住する日本人男女
・サンプル数 : 6000（選挙人名簿を使用した単純無作為抽出法にもとづく）
・調査時期 : 2015 年 7月7日に調査票、21日にお礼を兼ねた督促葉書を発送
・調査方法 郵送形式の質問紙調査
・回収率 : 30.4%（有効回答 =1823 票）
4．各質問項目の分布
　本節では日本人調査で得られた各質問項目の回答についての検討を行う。
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（N=1823）
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　性別構成比については、ほぼ半々といえる。一般的に男女を対象とした計
量的な調査の場合、女性の方が男性よりも回収率が高いことから、女性の
割合が高いデータとなることが多いが、本研究では男性の回収率も高くほぼ
半々となっていることから性別構成比については理想的なデータであると考
えられる。
　また、年齢構成については、60 代、70 代の割合が高く、その一方で、逆
に 20 代や 30 代といった割合が低い。また、平均年齢が 56.6 歳となってい
るように、全体的に高齢層にやや偏ったデータであるといえよう。
 図4-3　海外渡航経験（N=1823）
13.2% 86.0%
0.9%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
海外渡航経験あり 海外渡航経験なし 無回答
　本研究では回答者の海外渡航について質問を行っている（図 4-3）。具体的
には 3週間以上の海外渡航経験を回答者に訊ねているが、そうした海外渡航
経験があると答えたのは全体の 13.2% であった。旅行などを含めた 3週間未
満の短期的な海外渡航の場合にはより多くの人々が海外渡航を経験している
と想像されるが、3週間以上といった中・長期的期間の渡航経験を有する割
合は比較的少数であったといえる。
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図4-4　各国海外滞在経験（海外滞在経験者のみ、N=240）
 図4-5　海外渡航時期（N=234）
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｠図4-6　渡航期間（N=229）
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図4-7　渡航形態（N=226）
16.4% 28.8% 12.4% 8.8% 19.9% 13.7%
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赴任（家族含む） 出張 留学 ホームステイ 旅行 その他
　では、どのような形での人々は海外渡航を経験しているのだろうか。問 5
は先述の海外渡航経験があると回答した人々について、最も長く滞在した国
の渡航情報を訊ねている。図 4-4 は渡航先を示すが最も高い割合を示したの
はアメリカ（40.9%）で、次に高かったのは西ヨーロッパ諸国（32.8%）であった。
すなわち、欧米諸国への渡航が最も典型的なケースであるといえよう。次に、
渡航時期（図 4-5）については、25-40 歳（37.2%）、16-24 歳（32.1%）といっ
た若年・中年期での渡航ケースが多く、65 歳以上（3.0%）といった高年期
における 3週間以上の渡航はごく少数に限られることがわかる。具体的な滞
在期間（図 4-6）は 1 年未満とする回答が多く、全体の 70.7% を占める。図
4-7 は渡航形態を示すが、出張が最も高い割合を示し（28.8%）、旅行（19.9％）、
家族を含めた赴任が次に続く（16.4%）。
　要するに、本データの回答者の 3週間以上の海外渡航経験については、海
外渡航を経験している割合は比較的少数派であり、渡航経験者については、
年齢層は若年・中年期、渡航先は欧米、渡航期間は 1年未満で、渡航形態と
して出張、赴任、旅行といったパターンが典型的であるといえる。こうした
傾向は、本調査で得られた回答者の年齢層がやや高齢に偏ったデータである
ことと整合的な結果であると考えられる。
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図4-8　外国人との友人の有無（N=1823）
37.0% 61.8%
1.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
交流経験あり 交流経験なし 無回答
　本調査では問 6で外国人の友人・知人の有無を訊ねている（図 4-8）。回答
者のうち外国人の友人・知人がいると回答したのは 37.0% で、多くの人々は
外国人の友人や知人をもたない傾向が明らかとなった。本調査が調査対象地
域としたのは外国人の人口割合が「やや多い」地域であったが、それでも友
人・知人の間柄といった外国人との積極的な交流をもたない日本人が多数派
であり、地域社会として積極的な交流が進んでいないことがわかる。
図4-9　交流場面_学校
0.8%
2.6%
1.5%
2.9%
9.6%
6.6%
5.3%
15.6%
12.6%
91.1%
72.2%
79.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
南米系外国人（N=665）
アジア系外国人（N=665）
欧米系外国人（N=665）
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない
図4-10　交流場面_職場
0.5%
2.8%
1.7%
2.6%
12.4%
6.0%
10.7%
29.1%
14.0%
84.5%
55.7%
78.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
南米系外国人（N=665）
アジア系外国人（N=653）
欧米系外国人（N=649）
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない
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図4-11　交流場面_地域
0.3%
1.4%
0.9%
2.0%
7.7%
7.2%
8.3%
17.1%
11.6%
89.5%
73.8%
80.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
南米系外国人（N=665）
アジア系外国人（N=665）
欧米系外国人（N=665）
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない
図4-12　交流場面_その他
0.80%
1.80%
2.00%
2.10%
9.30%
9.30%
5.60%
11.90%
10.20%
91.60%
77.00%
78.50%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
南米系外国人（N=665）
アジア系外国人（N=665）
欧米系外国人（N=665）
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない
　問 7では、前問で外国人の友人・知人がいると回答した人々に対して、最も
親しい間柄である外国人との交流経験についてどのような場面でそうした外国
人との交流が行われたのかを訊ねている（図 4-9 ～図 4-12）。具体的には、外国
人の出身地域ごとに学校、職場、地域、その他の場面での交流経験の有無である。
　学校、職場、地域、その他のいずれの場面でも、アジア系外国人との交流
の割合が他の出身地域の外国人グループの交流よりも高く、次に欧米系外国
人がそれに続き、南米系外国人との交流が最も低い。本調査の対象地域は南
米系外国人の人口割合が比較的高い地域であるものの、本調査が訊ねたいず
れの社会的場面でもそうした南米系外国人の交流は積極的に行われていない
ことが明らかとなった。また、いずれの社会的場面でも、いずれの外国人グ
ループとの「とても親しい」あるいは「親しい」間柄と回答する割合はそれ
ほど高くなく、知人程度の間柄が高い割合を示している（ただしその他の場
面では欧米系とアジア系では「親しい」と「知人程度」の割合は近似）。
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　以上の点から外国人との交流経験の状況は以下のように要約される。まず、
外国人との交流自体それほど多くはない。次に交流がある場合には、アジア
系外国人との交流が他のグループと比較的して多いが、いずれのグループ、
社会的場面においても、知人程度の間柄といったそれほど深くない交流が一
般的であるといえる。
図4-13　外国人認知（N=1823）
49.0% 38.5% 9.3%
1.6%
1.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
よくある 時々ある あまりない 全くない 無回答
　問 8では、生活している地域でみかける外国人の頻度を訊ねている（図
4-13）。最も高い割合をしめしたのは「よくある」の 49.0% であり、次に「時々
ある」が 38.5% と続いており、両者を合わせれば、ほぼ 90%の人々が生活
している地域で外国人をみかけていることがわかる。前述の外国人の交流経
験については過半数の人々が外国人との交流経験をもたないとする回答傾向
を加味すれば、本研究が調査を行った地域では、多くの日本人は生活地域で
外国人をみかけながらも、彼ら /彼女らとは直接の交流を果たすに至ってい
ないのが現状であることが明らかになったといえよう。
図4-14　外国人とのつきあい志向（N=1823）
7.0%
8.1%
8.3%
6.1%
14.2%
15.9%
18.3%
10.7%
49.9%
43.0%
47.2%
47.4%
10.2%
8.9%
11.6%
16.0%
9.4%
8.3%
8.7%
12.3%
9.3%
15.8%
5.8%
7.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
その他
職場
生活している地域
家族・家庭
つきあいたい どちらかといえばつきあいたい どちらともいえない あまりつきあいたくない つきあいたくない 無回答
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　問 9は、今後外国人と交流をしたいかを社会的場面ごとに訊ねている（図
4-14）。「家族・家庭でのつきあい」「生活している地域でのつきあい」「職場
でのつきあい」「その他の場面でのつきあい」いずれにおいても、「どちらと
もいえない」と回答する割合が 40%～ 50%程度と最も高い割合を示してい
る。このようなことから、日本人住民の多くは外国人の今後の交流自体どの
ように向きあえばよいのか判断ができない状況にあり、健全な「多文化共生」
社会の実現を目指していく上では、住民の積極的な交流を促す社会政策が必
要であることが示唆されよう。
図4-15　外国語会話能力（N=1823）
まったくできない 無回答
0.3%
1.4%
1.9%
7.2%
3.2%
11.5%
21.9%
43.2%
71.1%
35.6%
1.5%
1.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
第３言語
英語
日常生活や仕事について、不自由なく会話できる 日常生活や仕事について、ある程度会話できる
レストランで注文できる 軽いあいさつができる
　問 10 は日本人の外国語会話能力を訊ねている（図 4-15）。「英語」につい
ては最も高い割合を示したのは「軽いあいさつができる」程度であり（43.2%）、
「第 3 言語」については「まったくできない」とする割合が最も高かった
（71.1%）。したがって、英語圏以外の外国人が日本語を話すことができない
場合には相互交流を行う上での言語的障壁の高さが改めて確認されたと言え
よう。
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図4-16　外国人の増加に対する賛否（N=1823）
9.1%
6.9%
6.0%
3.6%
3.1%
12.5%
8.8%
45.5%
36.6%
32.0%
20.8%
15.0%
48.7%
38.0%
29.8%
36.4%
38.3%
37.6%
37.9%
27.3%
39.5%
10.4%
14.6%
18.3%
33.0%
38.9%
7.4%
11.5%
5.2%
5.5%
5.4%
4.9%
5.0%
4.1%
2.1%
0%　　　10%　　   20%　　   30%　　　40%　　   50%　　    60%　　   70%　　   80%　　    90%　　   100%
西ヨーロッパ人
日系ブラジル人
東南アジア人
韓国人
中国人
アメリカ人
「外国人」
賛成 やや賛成 やや反対 反対 無回答
　問 11、12は生活地域に外国人グループが増加することに対する賛否を訊ね
ている（図 4-16）。「アメリカ人」や「西ヨーロッパ人」といった欧米系の外
国人については増加に賛成の割合（「賛成」＋「やや賛成」）が過半数を超え
ている一方で、特に「中国人」「韓国人」の賛成の割合は 30%に満たないように、
外国人の出身による日本人の受け入れ意識の違いが見られる。全体的にみれ
ば、日本人の外国人の受け入れ意識については中国と韓国を底とした西高東
低的な図式があり、日系ブラジル人などはその中間に位置するといえる。し
かしながら、「外国人」全般についても、増加に賛成している割合は過半数に
満たないことから、外国人の出身などを問わず、そもそも外国人の受け入れ
そのものに慎重な姿勢が過半数を占めていると判断できよう。本研究は調査
対象地とした羽村市の外国人人口割合は「やや多い」程度（2.0%）であるが、
それでも外国人の受け入れについては否定的な考えが多数派であるという事
実は、健全な「多文化共生」の実践に向けては、行政などによる積極的な理
解促進を企図した政策が肝要であることを示唆しているといえよう。
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図4-17　外国人が増加することでの影響（N=1823）
15.9%
7.6%
5.9%
21.4%
9.3%
6.4%
8.6%
28.5%
20.5%
18.3%
38.5%
32.6%
19.4%
28.4%
35.8%
35.0%
35.9%
26.6%
34.2%
35.8%
33.4%
11.6%
23.5%
25.3%
6.5%
12.7%
22.8%
17.8%
5.0%
10.1%
10.8%
3.7%
7.7%
12.1%
8.8%
3.1%
3.4%
3.9%
3.3%
3.6%
3.6%
3.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
生活保護などの社会保障費
日本人の働き口
日本文化の喪失
治安・秩序の乱れ
経済の活性化
文化的豊饒
社会の活性化
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答
　問 13 は外国人が増加することでの影響について項目ごとに日本人の考え
を訊ねている（図 4-17）。影響の項目については「日本社会が活性化する」「日
本の文化がより豊かになる」「日本の経済が活性化する」といった肯定的な
影響と、「日本社会の治安・秩序が乱れる」「異文化の影響で日本の文化がそ
こなわれる」「日本人の働き口が奪われる」「生活保護などの社会保障費が増
える」とい否定的な影響をそれぞれ訊ねている。
　「治安・秩序の乱れ」以外の全ての項目について「どちらともいえな
い」とする割合が最も高いことや（35% 程度）、外国人が増加すること
で「経済の活性化」もたらされると判断する層が一定程度いる一方で
（9.3%+32.6%=41.9%）、「日本人の働き口が奪われる」（7.6%+20.5%=28.1%）、
「生活保護などの社会保障費が増える。」（15.9%+28.5%=44.4%）と判断する
層も一定程度いることなどから、今後外国人が増加することが日本社会に肯
定的な影響をもたらすのか否定的な影響をもたらすのか、率直な判断がつか
ない人々が多いと判断できよう。また、「日本社会の治安・秩序が乱れる」
ことについては、「そう思う」「やや思う」の合計の割合が 60%程度となっ
ており、過半数の人々が外国人増えることでの治安の乱れを懸念しているこ
とがわかる。前述の外国人の増加に対する賛否とも同様に、こうした否定的
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な見解（あるいは誤解）を是正していく上では行政施策をはじめとした制度
的な働きかけの必要性が示唆される。
図4-18　外国人の権利と支援体制への意識（N=1823）
8.8%
14.5%
37.0%
41.2%
40.0%
30.8%
10.1%
10.5%
4.1%
3.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
外国人への支援体制を向上するべき
日本人と同等の待遇や権利を持つべき
そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答
　問 14 は外国人の権利や支援体制について訊ねている（図 4-18）。外国人
も日本人と同等の待遇や権利をもつべきだと考える層（「そう思う（14.5%）」
＋「ややそう思う（41.2%）」）は過半数を一応は超えているものの賛成と反
対で人々の意見が拮抗している状況にある。また、今後そうした権利や支援
の向上に向けて支援体制を向上するべきか否かについても、賛成と反対で意
見が拮抗している状況にある（8.8％＋ 37.0％＝ 45.8％）。こうした拮抗は、
どのような「共生社会」のあり方が望ましいのか、日本人住民にとっても模
索状況にあることを改めて示しているといえよう。
図4-19　社会的権利の付与（N=1823）
14.2%
32.9%
40.5%
9.9%
10.8%
26.5%
40.8%
39.5%
26.6%
19.9%
36.1%
17.8%
12.1%
33.2%
29.4%
10.3%
3.0%
2.6%
13.7%
16.8%
9.1%
2.3%
2.0%
12.6%
19.5%
3.8%
3.2%
3.2%
4.1%
3.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
母国(出身国)の習慣を守る権利
日本人と交流する機会
日本語を学ぶための機会
困窮した際に生活保護を受ける権利
地方選挙権
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答
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　問 15 は前問に続き、具体的な社会的権利の付与について訊ねている（図
4-19）。「そう思う」、「ややそう思う」を賛成とみなし、「あまりそう思わない」
「そう思わない」を反対とみなすと、「地方選挙権」や「困窮した際に生活保
護を受ける権利」については、賛成も反対も 30%程度である一方で、「日本
語を学ぶための機会」「日本人と交流する機会」については、賛成が 70%～
80% を占める。このような分布から、外国人の社会的権利の付与について
は特に政治・経済的内容について慎重な姿勢が示されていると考えられる。
　日本語習得や交流機会といった文化的内容については概ね権利付与に肯定
的な意見が多い。その上で、「母国（出身国）の習慣を守る」といった外国
人側の文化を保護する権利についての賛成の割合は 40%程度となってこと
に留意すれば、文化的権利については日本語によるコミュニケーションを前
提とした上での外国人の権利を尊重している可能性が示唆されよう。
 図4-20　介護・看護分野での受け入れ_認知（N=1823）
84.1% 14.7%
1.2%
0%　　　  10%　　　 20%　　　  30%　　　 40%　　　 50%　　　  60%　　　 70%　　　 80%　　　  90%　　　 100%
知っている 知らない 無回答
図4-21　介護・看護分野での受け入れ_賛否（N=1823）
26.2% 49.3% 16.7% 6.3%    　1.5%
0%　　　 10%　　　  20%　　　  30%　　　 40%　　　  50%　　　  60%　　　 70%　　　 80%　　　 90%　　　 100%
賛成 やや賛成 やや反対 反対 無回答
　問 16、17 は介護・看護分野での外国人の受け入れについて意見を訊ねて
いる（図 4-20、図 4-21）。多くの日本人が高齢化に伴い、介護・看護の現場
で外国人を受け入れる方向にあることを認知しており、そうした介護・看護
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分野で受け入れに概ね肯定的な意見をもっていることがわかる。前述の生活
地域での外国人の増加に対する賛否（図 4-16）では賛成の割合が 50%に満
たなかったことを踏まえれば、受け入れの分野によって外国人の受け入れに
ついての日本人の意見が異なっていることが指摘できよう。
図4-22　外国人サポートボランティア_参加経験（N=1823）
0.6% 1.1% 3.8%
93.8%
0.7%
0%　　　  10%　　　 20%　　　  30%　　　  40%　　　 50%　　　  60%　　　70%　　　  80%　　　 90%　　　 100%
参加している まあまあ参加している あまり参加していない 参加していない 無回答
図4-23　外国人サポートボランティア_参加志向（N=1823）
4.4% 27.9% 40.5% 25.6%
1.5%
0%　　　  10%　　　  20%　　　 30%　 　　40%　　 　50%　　  　60%　　　  70%　　　 80%　　　 90%　　 　100%
参加したい どちらかといえば参加したい どちらかといえば参加したくない 参加したくない 無回答
　問 18、19 は外国人のサポートを企図したボランティア活動の参加経験（図
4-22）と参加志向（図 4-23）を訊ねている。図 4-22 で示されるように、現在
のところ外国人サポートを企図したボランティア活動（例えば日本語教室）
を行っている割合はごく少数に過ぎない。
　その一方で、今後の参加志向（図 4-23）については、過半数がボランティ
ア活動への参加に否定的あるものの、30% 程度の人々は参加に肯定的であ
ることから、機会や条件があえばそうしたボランティア活動に参加したいと
考える人々が一定程度いることがわかる。しかしながら、この分布は前述の
外国人とのつきあい志向（図 4-14）とも比較的近似していることから、ボラ
ンティアを通した外国人との交流そのものにやや慎重な姿勢が改めて示され
ている可能性が指摘できよう。
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図4-24　階層帰属意識（N=1823）
2.1%
%1.5%6.81%2.74%8.42
2.2%
0%　　　 10%　　　  20%　　　  30%　　　 40%　　　  50%　　　 60%　　　  70%　　　 80%　　 　90%　　  　100%
上 中の上 中の下 下の上 下の下 無回答
　本研究では「仮に現在の日本社会全体を、下記のように 5つの層に分ける
とすれば、あなたご自身は、このどれに入ると思いますか。」という問い（問
20）を通して、人々が認知する日本社会での社会的地位の高さを訊ねている
（図 4-24）。自らを「中の下」とする割合（47.2%）が最も高く、次に「中の上」
とする割合（24.8%）がそれに続く。また、自らを「上」とする割合が 2.1%
であるのに対して、「下の上」「下の下」の割合がそれぞれ 18.6%、5.1% となっ
ていることも踏まえれば、本研究が対象とした日本人は日本社会全体の中で
は自らを下位にあると判断する層がやや多いと考えられよう。
図4-25　文化についての意識（N=1823）
A：外国人は日本の文化やしきたりにあわせるべき
B：出身国の文化やしきたりを尊重するべき
2.2%
Aに近い ややAに近い ややBに近い Bに近い 無回答
24.2% 49.8% 19.3% 4.5%
0%　　　  10%　　　  20%　　　 30%　　　 40%　　　 50%　　　  60%　　　 70%　　　  80%　　　 90%　　　100%
図4-26　言語についての意識（N=1823）
A：外国人は日本語を話すべきだ
B：日本語が話せなくとも英語が話せればそれでよい
15.7% 51.1% 26.3% 4.8%
2.0%
0%　　  　10%　　　  20%　　　 30%　　　 40%　　　  50%　　　 60%　　　  70%　　　 80%　　　 90%　　　  100%
Aに近い ややAに近い ややBに近い Bに近い 無回答
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図4-27　生活地域についての意識（N=1823）
A：外国人は日本人と同じ地域に住んだほうがよい
B：日本人と外国人の居住地域は住み分けたほうがよい
28.7% 54.0% 12.4%
3.3%
1.6%
0%　　  　10%　　　  20%　　　 30%　　　 40%　　　  50%　　 　60%　　 　 70%　　 　80%　　 　90%　　 　100%
Aに近い ややAに近い ややBに近い Bに近い 無回答
　問 21 は外国人の日本社会での生活について二つの意見を提示し、回答者
の考えを訊ねている（図 4-25 ～図 4-28）。文化（図 4-25）や使用言語（図
4-26）については、70%近くの日本人が、日本で生活する外国人は日本の文
化やしきたりに合わせて生活すべきだとし、言語についても日本語を話すべ
きだと考えていることがわかる。一方で、図 4-27 にあるように日本人と外
国人の生活地域の住み分けについては多くの日本人が外国人と日本人は同じ
地域に生活するべきだと考えており（28.7%+54.0%=82.7%）、これらの分布
を踏まえると、日本文化や日本語を尊重しつつ日本人と外国人が同じ地域で
生活する共生のあり方が多くの日本人に望まれていることが示唆されよう。
図4-28　永住についての意識（N=1823）
A：本人に永住の意思があるのなら、職や身分にかかわらず
永住を許可するべき
B：一定の滞在期間を過ぎたら外国人は
母国（出身国）に帰るべき
22.9% 54.7% 14.1% 6.0%
2.4%
0%　　　 10%　　　  20%　　　  30%　　　 40%　　　 50%　　　 60%　　　  70%　　　  80%　　　 90%　　      100%
Aに近い ややAに近い ややBに近い Bに近い 無回答
　図 4-28 は永住についての意見を訊ねているが、80%近くの日本人が、「本
人に永住の意思があるのなら、職や身分にかかわらず永住を許可するべきだ」
と考えていることがわかる。換言すれば、日本人労働力不足の補填として来
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日し、数年の活動の後、帰国や出国をする外国人との共生ではなく、（本人
の永住の意思があった上で）永住を前提として日本で活動する外国人との共
生が多くの日本人に望まれている可能性が指摘できよう。
図4-29　抵抗感（N=1823）
16.2% 4.9%
9.7%
7.6%
12.7%
30.9%
21.9%
13.8%
23.2%
17.6%
27.4%
46.0%
44.9%
40.4%
28.3%
28.5%
27.5%
15.4%
20.9%
23.2%
20.8%
23.1%
18.3%
3.3%
7.8%
15.5%
20.4%
11.1%
1.8%
2.2%
2.4%
2.8%
2.9%
2.6%
2.2%
1.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
外国人に家族の介護をしてもらうこと
自分や家族が外国人の家政婦を雇うこと
自分の子どもが外国人と結婚すること
自分の子どもが通う学校に外国人の子どもが通うこと
日本で自分や家族と同じ職業に外国人が就くこと
外国人が自分の隣近所に住むようになること
全く抵抗はない あまり抵抗はない どちらともいえない 少し抵抗がある 抵抗がある 無回答
　問 22 は外国人とどのような形で共に生活することに抵抗を感じるか（「抵
抗感」）を訊ねている（図 4-29）。「少し抵抗がある」「抵抗がある」の割
合に着目すると、まず「自分の子どもが通う学校に外国人の子どもが通
うこと（3.3%+1.8%=5.1%）」に抵抗を示す割合は他の項目と比較して相
対的に低いことがわかる。次に、「日本で自分や家族と同じ職業に外国人
が就くこと（7.8%+2.2%=10.0%）」「外国人が自分の隣近所に住むように
なること（16.2%+4.9%=21.1%）」が続き、「自分の子どもが外国人と結
婚すること（18.3%+11.1%=29.4%）」「外国人に家族の介護をしてもらう
こと（20.8%+15.5%=36.3%）」「自分や家族が外国人の家政婦を雇うこと
（23.1%+20.4%=43.5%）」の順で抵抗感が高まっている。こうした分布から、
就学や就業といった一般的な社会的場面で外国人とともに暮らすことより
も、自分や家族の結婚・介護・家事といった個人のプライベートな場面に外
国人が入り込むことにより抵抗感を感じる傾向が指摘できよう。
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図4-30　好感度（N=1823）
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2.1%
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ペルー
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ブラジル
インドネシア
ベトナム
タイ
フィリピン
中国
韓国
日本
高_好感度 中_好感度 低_好感度 国名を知らない 無回答
　問 23 は、各国に対する好感度を訊ねている（図 4-30）。調査票では +3 か
ら -3 の 7 点尺度で質問を行っているが、図 4-30 では好感度がプラスであれ
ば、「高 _好感度」、好感度が 0であれば「中 _好感度」、マイナスであれば「低
_好感度」として表示した。「高 _好感度」に着目すると、「日本」の次に高
いのは「アメリカ」で、逆に「韓国」・「中国」は他国とくらべて好感度が低
いことがわかる。その他の東南アジア諸国と南米諸国はほぼ同様な分布が示
されている。本調査が提示した国名の中では、アメリカに対する好感度は特
に高く、逆に韓国・中国に対する好感度が低かったことから、図 4-16 の「外
国人の増加に対する賛否」と同様に中国・韓国を底とした西高東低的な図式
が示されていると指摘できよう。
（以下、次号に続く。参考・引用文献、謝辞等は次号にまとめて掲載する）
232443_首都大_都市政策_第11号-4校.indb   63 2017/03/07   19:06:12
都市政策研究　第 11 号　2017 年
64
2
問１　あなたは男性ですか、女性ですか。あてはまる番号に、ひとつだけ○をつけてください。
１.男性 ２.女性
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
問２　あなたは現在何歳ですか。満年齢でお答え下さい。  
歳
 
問３　あなたは、一度に３週間以上、海外に滞在されたことがありますか。ひとつ○をつけ
て下さい。
１.はい ２.いいえ
↓ ↓
問４へ 問６へ
 
問４　それはどちらの国ですか。それぞれの国についてお答えください。それぞれ、あては
まる番号に、ひとつずつ○をおつけください。
３
週
間
以
上
、
滞
在
し
た
こ
と
が
あ
る
３
週
間
以
上
、
滞
在
し
た
こ
と
は
な
い
（ア）アメリカ合衆国 １ ２
（イ）中国 １ ２
（ウ）韓国 １ ２
（エ）東南アジア諸国 １ ２
（オ）南米諸国 １ ２
（カ）西ヨーロッパ諸国 １ ２
（キ）その他の国 １ ２
 
問５　最も長く滞在したのはいつ頃、どのような形で滞在されましたか。
　いつ頃・・・
　　　　　　　　　　　　　　　歳から　　　　　年間（１年未満は　　　　　日間）　　　
　　　　　　　
　どのような形で・・・　　　　　　　　　　　　　  
 　
　１．赴任（家族含む） 　２．出張 　　３．留学 
　４．ホームステイ 　５．旅行 　　６．その他
「付録① 日本人調査質問項目」
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問６　あなたは外国人の知人や友人がいらっしゃいますか、あるいはいらっしゃいましたか。
ひとつだけ○をつけて下さい。
１.いる（いた） ２.いない
↓ ↓
問７へ （４ページ）問８へ　
 
問７　あなたは、以下の場所で知り合った外国人とどの程度親しいですか。あてはまる番号
に、ひとつだけ○をつけてください。また、複数のお知り合いがいらっしゃった場
合、一番親しい方についてお答えください。
（ア）学生時代に学校で と
て
も
親
し
い
親
し
い
知
人
程
度
知
人
は
い
な
い
（ア）欧米国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４
（イ）アジア国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４
（ウ）南米国籍の友人・知人（日系人を含む） １ ２ ３ ４
           
（イ）職場（アルバイト・パートを含む）で と
て
も
親
し
い
親
し
い
知
人
程
度
知
人
は
い
な
い
自
分
が
働
い
た
こ
と
が
な
い
（ア）欧米国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４ ８
（イ）アジア国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４ ８
（ウ）南米国籍の友人・知人（日系人を含む） １ ２ ３ ４ ８
           
（ウ）お住まいの地域で と
て
も
親
し
い
親
し
い
知
人
程
度
知
人
は
い
な
い
（ア）欧米国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４
（イ）アジア国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４
（ウ）南米国籍の友人・知人（日系人を含む） １ ２ ３ ４
           
（エ）学校、職場、お住まいの地域以外で と
て
も
親
し
い
親
し
い
知
人
程
度
知
人
は
い
な
い
（ア）欧米国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４
（イ）アジア国籍の友人・知人 １ ２ ３ ４
（ウ）南米国籍の友人・知人（日系人を含む） １ ２ ３ ４
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4
問８　あなたが生活している地域で、外国人をみかけることがありますか。あてはまる番号に、
ひとつだけ○をつけてください。
１．よくある ２．時々ある ３．あまりない ４．全くない
　　　　　　 
問９　あなたは生活している地域で今後外国人とおつきあいをしたいと考えていますか。それ
ぞれ、あてはまる番号に、ひとつずつ○をおつけください。
つ
き
あ
い
た
い
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
つ
き
あ
い
た
い
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
あ
ま
り
つ
き
あ
い
た
く
な
い
つ
き
あ
い
た
く
な
い
（ア）家族・家庭でのつきあい １ ２ ３ ４ ５
（イ）生活している地域でのつきあい １ ２ ３ ４ ５
（ウ）職場でのつきあい １ ２ ３ ４ ５
（エ）その他の場面でのつきあい １ ２ ３ ４ ５
問１０　外国語による会話についてお聞きします
（ア） あなたは、英語でどのくらい会話ができますか。あてはまる番号に、ひとつだけ○
をつけてください。
１.　日常生活や仕事について、英語で不自由なく会話ができる。
２.　日常生活や仕事について、英語である程度会話ができる。
３.　英語でレストランで注文できる。
４.　英語であいさつができる。
５.　まったくできない。
 
（イ）　あなたは、英語以外の外国語でどのくらい会話ができますか。もっとも堪能な外国
語について、あてはまる番号に、ひとつだけ○をつけてください。
１.　日常生活や仕事について、不自由なく会話ができる。
２.　日常生活や仕事について、ある程度会話ができる。
３.　レストランで注文できる。
４.　軽いあいさつができる。
５.　まったくできない。
問１１ あなたが生活している地域に外国人が増えることに賛成ですか、反対ですか。あては
まる番号に、ひとつだけ○をつけてください。
１.賛成 ２.やや賛成 ３.やや反対 ４.反対
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5
問１２ あなたがお住まいの地域に以下のような人々が増えることについて賛成ですか、反対
ですか。あなたの意見にもっとも近い番号を一つずつ選んで○をつけてください。
賛
成
や
や
賛
成
や
や
反
対
反
対
（ア）アメリカ人が増えること １ ２ ３ ４
（イ）中国人が増えること １ ２ ３ ４
（ウ）韓国人が増えること １ ２ ３ ４
（エ）東南アジア諸国の外国人が増えること １ ２ ３ ４
（オ）日系ブラジル人・日系ペルー人が増えること １ ２ ３ ４
（カ）西ヨーロッパ諸国の外国人が増えること １ ２ ３ ４
問１３ あなたは外国人が増えるとどのような影響があると思いますか。それぞれ、あては
まる番号に、ひとつずつ○をおつけください。
そ
う
思
う
や
や
そ
う
思
う
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い
そ
う
思
わ
な
い
（ア）日本社会が活性化する。 １ ２ ３ ４ ５
（イ）日本の文化がより豊かになる。 １ ２ ３ ４ ５
（ウ）日本の経済が活性化する。 １ ２ ３ ４ ５
（エ）日本社会の治安・秩序が乱れる。 １ ２ ３ ４ ５
（オ）異文化の影響で日本の文化がそこなわれる。 １ ２ ３ ４ ５
（カ）日本人の働き口が奪われる。 １ ２ ３ ４ ５
（キ）生活保護などの社会保障費が増える。 １ ２ ３ ４ ５
問１４ あなたは、日本に住む外国人の権利や支援体制に関して、どのように思いますか。そ
れぞれ、あてはまる番号に、ひとつずつ○をおつけください。
そ
う
思
う
や
や
そ
う
思
う
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い
そ
う
思
わ
な
い
（ア）
日本に住む外国人は日本人と同等の待遇や
権利を持つべきである。
１ ２ ３ ４
（イ）
現在よりも日本は日本に外国人への支援体
制を向上するべきである。
１ ２ ３ ４
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問１５ 日本に住む外国人に対して、日本の政府・自治体は、以下の権利・機会を認めるべき
だと思いますか。それぞれ、あてはまる番号に、ひとつずつ○をおつけください。
そ
う
思
う
や
や
そ
う
思
う
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い
そ
う
思
わ
な
い
（ア）地方選挙権 １ ２ ３ ４ ５
（イ）困窮した際に生活保護を受ける権利 １ ２ ３ ４ ５
（ウ）日本語を学ぶための機会 １ ２ ３ ４ ５
（エ）日本人と交流する機会 １ ２ ３ ４ ５
（オ）母国（出身国）の習慣を守る権利 １ ２ ３ ４ ５
問１６ 現在、日本では社会の高齢化に伴い、介護・看護の現場で外国人を受け入れる方向に
あります。あなたはこのようなニュースをご存じですか。あてはまる番号を一つ選ん
で○をつけてください。
１．知っている ２．知らない
問１７ あなたは介護労働分野への外国人の受け入れについて賛成ですか、反対ですか。あて
はまる番号を一つ選んで○をつけてください。
１.賛成 ２.やや賛成 ３.やや反対 ４.反対
問１８ 現在、あなたは日本で生活する外国人のサポートを企図したボランティア活動に参加
していますか。あてはまる番号を一つ選んで○をつけてください。
　１．参加している 　３．あまり参加していない
　２．まあまあ参加している 　４．参加していない
問１９ 今後、外国人の助けになるようなボランティア活動をしていきたいと思いますか。あ
てはまる番号を一つ選んで○をつけてください。
　１．参加したい 　３．どちらかといえば参加したくない
　２．どちらかといえば参加したい 　４．参加したくない
問２０ 仮に現在の日本社会全体を、下記のように５つの層に分けるとすれば、あなたご自身
は、このどれに入ると思いますか。あてはまる番号を一つ選んで○をつけてください。
１.上 ２.中の上 ３.中の下 ４.下の上 ５.下の下
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問２１ 日本に来る外国人や日本社会について A と B の二つの意見があります。あなたはどち
らに近いですか、以下の選択肢からあてはまる番号を一つ選んで○をつけてください。
（ア） A　日本に住んでいる外国人は、日本の文化やしきたりにあわせるべきだ。
B　たとえ日本に来ても出身国の文化やしきたりを尊重するべきだ。
１.A に近い ２.やや Aに近い ３.やや Bに近い ４.B に近い
 
（イ） A　日本に来る外国人は日本語を話すべきだ。
B　日本に来る外国人は日本語が話せなくとも英語が話せればそれでよい。
１.A に近い ２.やや Aに近い ３.やや Bに近い ４.B に近い
（ウ） A　日本に住む外国人は日本人と同じ地域に住んだほうがよい。
B　日本人と外国人の居住地域は住み分けたほうがよい。
１.A に近い ２.やや Aに近い ３.やや Bに近い ４.B に近い
（エ） A　本人に永住の意思があるのなら、職や身分にかかわらず永住を許可するべきだ。
B　一定の滞在期間を過ぎたら外国人は母国（出身国）に帰るべきだ。
１.A に近い ２.やや Aに近い ３.やや Bに近い ４.B に近い
問２２ 以下のような状況についてあなたはどのように感じますか。あてはまる番号を一つ選
んで○をつけてください。（ウ）と（エ）に関して、現在お子様がいらっしゃら
ない方は、「いる」と想像してお答えください。
全
く
抵
抗
は
な
い
あ
ま
り
抵
抗
は
な
い
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
少
し
抵
抗
が
あ
る
抵
抗
が
あ
る
（ア）外国人が自分の隣近所に住むようになること １ ２ ３ ４ ５
（イ）日本で自分や家族と同じ職業に外国人が就くこと １ ２ ３ ４ ５
（ウ）自分の子どもが通う学校に外国人の子どもが通うこと １ ２ ３ ４ ５
（エ）自分の子どもが外国人と結婚すること １ ２ ３ ４ ５
（オ）自分や家族が外国人の家政婦を雇うこと １ ２ ３ ４ ５
（カ）外国人に家族の介護をしてもらうこと １ ２ ３ ４ ５
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問２３ 以下の（ア）～（コ）の国々をあなたは好きですか、嫌いですか。あなたの好感度を
表わす数字（最も好きの「＋３」から最も嫌いの「－３」まで）に○をつけてください。
 （それぞれ○はひとつ。国名を知らない場合のみ一番右の「？」に○をつけてく
ださい）
←好き 嫌い→
わ
か
ら
な
い
（ア）日本 ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（イ）韓国 ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（ウ）中国 ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（エ）フィリピン ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（オ）タイ ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（カ）ベトナム ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（キ）インドネシア ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（ク）ブラジル ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（ケ）アメリカ ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
（コ）ペルー ＋３ ＋２ ＋１ ０ −１ −２ −３ ？
 
次に、あなたのくらしや地域について、おうかがいします。
問２４ あなたはふだん近所の人とどの程度のつきあいをしていますか。あてはまる番号を一
つ選んで○をつけてください。
　１．つきあいはない ３．立ち話をする程度の人がいる
　２．あいさつする程度の人がいる ４．お互いに訪問しあう人がいる
問２５ ご近所（徒歩、自転車で行ける範囲）で（ア）から（エ）のようなおつきあいを
する方は、何人くらいでしょうか。数字でお答えください。同居家族は含みません。
（ア）病気のときの身のまわりの世話を頼む（ウ）個人的な悩みごとの相談をする
人 人
（イ）買い物などの日常の用事を頼む、出かける（エ）気晴らしにおしゃべりをする、出かける
人 人
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問２６ あなたが、日ごろ親しくし、頼りにしている家族・親族、友人・知人は、何人くらい
でしょうか。その方のお住まいまでふだん使っている交通手段でかかる時間別に、数
字で、同居家族も含めてお答えください。いない場合は空欄でかまいません。
（ア）家族・親族
同居・敷地内 ３０分未満 ３０分～１時間未満 １時間～２時間未満 ２時間以上
人 人 人 人 人
（イ）知人・友人
同居・敷地内 ３０分未満 ３０分～１時間未満 １時間～２時間未満 ２時間以上
人 人 人 人 人
 
問２７ あなたは生活している地域で、家族以外に以下のような年代の方との交流はあります
か。あてはまる番号にひとつずつ○をおつけください。
よ
く
あ
る
た
ま
に
あ
る
ほ
と
ん
ど
な
い
全
く
な
い
（ア）１５歳未満の子どもとの交流 １ ２ ３ ４
（イ）１５歳〜１９歳との交流 １ ２ ３ ４
（ウ）２０代～３０代との交流 １ ２ ３ ４
（エ）４０代～５０代との交流 １ ２ ３ ４
（オ）６０代以上との交流 １ ２ ３ ４
問２８ あなたは近所に住んでいる人とどのようにおつきあいしたいですか。あてはまる番号
を一つ選んで○をつけてください。
　１．相談のできる親密なつきあいをしたい　　　　　　３．あいさつていどのつきあいでよい
　２．気軽に頼みごとのできるつきあいをしたい　　　　　４．あまりおつきあいはしたくない
問２９ 一般社会にかんするつぎの見方や意見について、あなたはどのように思いますか。あ
てはまる番号を一つ選んで○をつけてください。
そ
う
思
う
や
や
そ
う
思
う
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い
そ
う
思
わ
な
い
（ア）一般的に人は信頼できる。 １ ２ ３ ４
（イ）人を助ければ、いずれその人から助けてもらえる。 １ ２ ３ ４
（ウ）努力すれば報われる世の中だ。 １ ２ ３ ４
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問３０ あなたはふだん何党を支持していますか。あてはまる番号にひとつ○をおつけください。
　１．自民党 ２．民主党 ３．公明党 ４．共産党
　５．社民党 ６．維新の党 ７．その他 ８．支持政党なし
問３１ あなたは、羽村市において、つぎの団体や活動に参加していますか。それぞれ、あ
てはまる番号に、ひとつずつ○をおつけください。
積
極
的
に
参
加
し
て
い
る
（
し
て
い
た
）
参
加
し
て
い
る
（
し
て
い
た
）
参
加
し
た
こ
と
は
な
い
（ア）自治会（町内会）・消防団 １ ２ ３
（イ）青年クラブ・婦人会・老人会・ＰＴＡ・子ども会 １ ２ ３
（ウ）産業団体（商工会・観光協会・農協など） １ ２ ３
（エ）文化・趣味・スポーツなどの団体・サークル １ ２ ３
（オ）福祉のグループ活動（食事会など） １ ２ ３
（カ）地域活性化の市民グループ・ＮＰＯ団体 １ ２ ３
（キ）地域のお祭り・盆踊り １ ２ ３
（ク）政治家の後援会・政党 １ ２ ３
（ケ）社会福祉協議会 １ ２ ３
問３２ あなたはつぎの地域に、どれだけ愛着を感じていますか。それぞれ、あてはまる番号に、
ひとつずつ○をおつけください。
感
じ
る
や
や
感
じ
る
あ
ま
り
感
じ
な
い
感
じ
な
い
（ア）お住まいの地区周辺 １ ２ ３ ４
（イ）羽村市 １ ２ ３ ４
（ウ）西多摩地域
(羽村市、青梅市、あきる野市、福生市、
瑞穂町、日の出町、奥多摩町、檜原村 )
１ ２ ３ ４
（エ）東京都 １ ２ ３ ４
 
問３３ 今お住まいの物件について、あてはまる番号にひとつ○をおつけください。
１．戸建ての住宅   ５．民間の賃貸住宅
２．分譲マンションの自宅  ６．社宅・寮・公務員住宅
３．公団・公社の賃貸  ７．その他
４．都営住宅  
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問３４ あなたは現在のあなた生活に経済的なゆとりと時間的なゆとりがあると感じます
か。それぞれについて下の□に数字でご記入ください。
１.ゆとりは
ある
２.まあまあ
ゆとりはある
３.どちらとも
いえない
４.あまり
ゆとりはない
５.ゆとりは
ない
経済的ゆとり 時間的ゆとり
問３５ あなたが最後に卒業した学校はどちらですか（在学中も含みます）。ひとつ○をおつ
けください。
１.中学校 ２.高校 ３.短大・高専、専門学校 ４.大学 ５.大学院
問３６ あなたは現在結婚していますか。あてはまる番号にひとつ○をおつけください。
１.未婚 ２.既婚 ３.離別・死別
問３７ あなたは、どちらでお生まれになりましたか。あてはまる番号にひとつ選び○をお
つけください。また、羽村市内にお住まいの年数についても、数字でおしえてください。
１．今と同じ   ５．他の東京都内
２．それ以外の羽村市内 ６．埼玉県
３．隣接市内   ７．山梨県・神奈川県
４．東京２３区内  ８．その他
問３８ あなたは、親の世代も含め、いつから羽村市内に住居をかまえていますか。あてはま
る番号にひとつ○をおつけください。（分家された場合は、その時点をお答えください）
１.明治時代よりも前 ２.明治時代 ３.大正時代から戦前 ４.昭和 20 年代
５.昭和 30 年代 ６.昭和 40 年代 ７.昭和 50 年代 ８.平成以降
問３９ あなたと配偶者のお仕事について、下の□にそれぞれ数字でご記入ください。配偶
者がいない場合は「１．配偶者はいない」に○をつけてください。
（ア） 現在働いていますか？
１.働いていない ２.定年で引退した ３.働いている
　（学生・主婦・主夫・求職中など）
 
あなた 配偶者 （１．配偶者はいない）
 
（イ）おもなお仕事は？（２「定年で引退した」方は当時のおもなお仕事をお答えください）
１．臨時雇用 ･パート・アルバイト ４．自営業主または家族従業者
２．派遣社員 ･契約社員 ･請負業務 ･委託業務 ５．経営者・会社役員・団体役員
３．正規雇用されている一般社員・一般職員 ６．その他
　　（公務員・教員を含む） ７．働いていない（学生・主婦など）
あなた 配偶者 （１．配偶者はいない）
羽村市に住んで 年
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（ウ）お仕事の種類は（２「定年で引退した」方は当時のおもなお仕事をお答えください）
１．専門職（教員、医師、看護師、技術者など）
２．管理職（会社役員、課長以上の管理職、議員など）
３．事務職（総務・企画・経理事務、コンピューターのオペレーターなど）
４．販売職（小売店、保険の外交員など）
５．サービス職（料理人、旅館、理容師、ウエイトレスなど）
６．生産工程・労務、保安職 （工場・土木作業、運転手、警察官など）
７．農林漁業（農業、山林労働、漁業、造園など）
８．働いていない（学生・主婦・主夫・求職中など）
あなた 配偶者 （１．配偶者はいない）
（エ）お仕事先の規模は（２「定年で引退した」方は当時のおもなお仕事をお答えください）
１．１～４人 ３．３０～９９人 ５．１０００人以上 ７．働いていない
２．５～２９人 ４．１００～９９９人 ６．官公庁 　　（主婦など）
あなた 配偶者 （１．配偶者はいない）
（オ）お仕事先の場所は（２「定年で引退」した方は当時のおもなお仕事をお答えください）
１．羽村市 ５．埼玉県
２．隣接市 ６．山梨県・神奈川県
３．東京２３区内 ７．その他
４．他の東京都内 ８．働いていない（学生・主婦など）
あなた 配偶者 （１．配偶者はいない）
問４０ 昨年１年間（２０１４年１～１２月）の収入は、税・社会保険料込みでつぎの中のど
れに近いですか（臨時収入・年金収入を含む）。あなたご自身の収入と、あなたを
含む同居されているご家族全体の収入について、下の□にそれぞれ数字でご記入
ください。なお、あなたご自身の収入とあなたを含めたご家族全体の収入が同じ場合
には、それぞれの下の□に同じ番号をご記入ください。
１．なし     ５．６００万円以上８００万円未満
２．２００万円未満    ６．８００万円以上１０００万円未満
３．２００万円以上４００万円未満  ７．１０００万円以上１５００万円未満
４．４００万円以上６００万円未  ８．１５００万円以上 
あなたご自身
あなたを含めて
ご家族全体
長時間にわたってご協力いただきまして、まことにありがとうございました。
首都大学東京　都市教養学部　都市政策コース（助教１２３４）
大槻　茂実
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